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オーストラリアの小学校におけるプログラミング教育に関する調査 
～日本のプログラミング教育の課題に着目して～ 

 

内田早紀子†1 松村敦†2 
 

概要：2020 年度から小学校でプログラミング教育が必修化される．しかしながら，ICT 環境整備，カリ

キュラム選定，サポートするメンターの育成など様々な課題に直面している．そこで本研究では，小学

校でのプログラミング教育が必修化されているオーストラリアにおいて調査を行い，日本のプログラミ

ング教育の課題解決の方策について検討することを目的とする．本研究では，まず日本のプログラミン

グ教育における課題を整理し，アンケートの質問項目を作成した．次に現地調査を行ってアンケートを

実施した．その結果，授業で使用する機器不足に対しては，生徒自身のタブレットを持参し学習をサポ

ートしていた．カリキュラムに関しては，様々な教科でプログラミング教育を行う授業横断制度を採用

しており，普及に向けて課題に対処していることがわかった． 
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1. はじめに   

2020年度からの学習指導要領において，小学校からのプ
ログラミング教育が必修化されたことにより，ワークショ

ップや実際の授業でプログラミングを実践し，その効果を

示す事例が多くみられるようになった．例えば，Chaudhary
は，Lego Mindstorms EV3ロボティクス教育キットを使用し
て，小学生に計算思考，問題解決，チームワーク，および

プロジェクト管理スキルを教えることは，講義ベースのア

プローチよりも簡単で効果的であることを示している[1]．
さらに，萱津らは，ビジュアル言語である Scratchを利用す
ることにより，小学校の低学年段階においてプログラミン

グへの興味の喚起とともに，他者と協力して物事を進める

力の育成にも効果的であることも分かった[2]． 
しかし，プログラミング教育が成果をあげる一方で，小

学校にてプログラミング教育の必修化に際し，ICT 環境整
備，カリキュラム選定，サポートするメンターの育成など

解決すべき課題が指摘されている[3]．加えて，文部科学省 

教育課程部会情報ワーキンググループによると，教員の指

導力，学習に適した教材，学習の目標・内容が課題として

挙げられている[4]．学習を指導する教員に関しては，学校
現場における業務の適正化に向けて，改善方策を検討する

程，長時間労働の改善が課題となっている[5]．本研究では，
日本のプログラミング教育における現在の課題を整理し，
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すでにプログラミング教育が必修化されている諸外国にて

課題を調査することにより，今後のプログラミング教育の

普及に資することを目的とする． 
 

2. 小学校におけるプログラミング教育の課題 

2.1 課題の整理 
日本の小学校におけるプログラミング教育の課題を扱

った資料を調査し，整理を行った．扱った資料は，「若年層

に対するプログラミング教育の普及推進」事業 クラウド・
地域人材利用型プログラミング教育実施モデル実証事業

[3]，情報教育に関連する資料[4]，学校現場における業務の
適正化に向けた資料[5]を調べ整理した．これらを，(1)ICT
環境整備，(2)カリキュラム選定，(3)サポートするメンター
の育成，(4)教員の指導力，(5)学習に適した教材，(6)学習の
目標・内容，(7)教員の負担，の 7 つの課題として整理し，
以下で詳しく説明する． 

 
(1) ICT環境整備 
学校における ICT 環境について，平成 29 年 6 月に発行さ
れた文部科学省小学校学習指導要領解説によると，「多様な

情報を取得し，情報を発信する時代の子供たちには，コン

ピュータや情報通信ネットワークから得られる情報を，適

切かつ効果的に，そして主体的に選択し活用する力を育て
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ることが求められている．学校においても，情報機器なら

びに情報通信ネットワークへの入り口となる校内 LAN な
ど整備が進められつつある」と述べられている[6]．第 2期
教育振興基本計画(平成 25 年 6 月 14 日閣議決定)の学校に
おける ICT 環境整備について，平成 27 年度調査での現状
の整備率と目標値 [7]を表 1 にまとめた．各項目とも整備
が進められつつあるものの，現状と目標とは隔たりが生じ

ており，十分に整備されていない状況であることが分かっ

た． 
 

(2) カリキュラム選定 
カリキュラムにおいて，プログラミング的思考の育成は，

算数，理科，総合的な学習の時間などで定められている[6]．
しかし，どのように実践してよいかわからないという課題

があげられている[8]． 
さらに，プログラミングは，他の科目のように年間を通

じてカリキュラムが組まれていない状況も課題と指摘され

ている[9]． 
 

(3) サポートするメンターの育成 
総務省は「若年層に対するプログラミング教育の普及推進」

事業を実施している．この事業では，地域の大学生，専門

学校生等を含む人材を募集し，講習や教育クラウド・プラ

ットフォームを活用した e ラーニング等により，児童生徒
にプログラミングを指導できる人材(メンター)として育成
している．意欲的な取組が都市部を中心に広がりつつある

一方で，全国への普及に向けては，指導者(メンター)やノウ

ハウの不足，実施コスト等の課題が挙げられる[3] ． 
 
(4) 教員の指導力 
約 40 万人いる小学校教員の多くの教員がプログラミング
を未経験である．すぐに小学校教員全員への研修は不可能

であり，教員のレベル維持は必須となっており，継続した

研修が必要となる[9]と言われている． 
 
 

表 1   現状の整備率と整備目標 
ICT環境 平成 28年 3月現在 整備目標 

電子黒板 普通教室等における整備率

21.9% 

100% 

実物投影機 普通教室等における整備率

42.8% 

100% 

教育用コン

ピュータ 

1台当たりの児童生徒数 

6.2人 

1 台当たりの児

童生徒数 3.6人 

ネットワー

ク（有線及び

無線 LAN） 

普通教室用の校内 LANの 

整備率 87.7% 

無線 LANの整備率は 26.1% 

100% 

また，現職教員の更新講習で，プログラミングを学ぶ機

会を開設し，教員採用試験でもプログラミング担当能力を

調査することにより，持続性を確保する必要があるとされ

る[10]．さらに，将来の教員に対しても，小学校教員養成課
程の段階で，プログラミング教育を導入することが急務で

ある[9]と指摘されている． 
 
(5) 学習に適した教材 
太田らによると，コンピュータ思考と対応するような「プ

ログラミング的思考」に関して，各国のカリキュラムの状

況とコンピュータ思考の考え方は参考とする価値があると

している[11]．さらに，Duncanらによると，コンピュータ
思考のスキルは，プログラミングや他のトピックを教える

ことによって間接的に教えられず，コンピュータ思考は，

コンピュータサイエンスやプログラミング関連の活動と共

に教えると効果的だと示唆している[12]．しかし，どのよう
な教材を使用するか具体的には決められていない． 
 
(6) 学習の目標・内容 
文部科学省が開催した「小学校段階における論理的思考力

や創造性，問題解決能力等の育成とプログラミング教育に

関する有識者会議」の報告書によると，各小学校の実状を

踏まえ，プログラミング教育を行う単元を位置付けていく

学年や教科等を決める必要があると述べられている．指導

内容については，地域等との連携体制を整えながら計画・

実施していくことが求められている[13]． 
 

(7) 教員の負担 
日本の教員は，学校内外にて個人で行う授業の計画や準備

に多く時間を使い，諸外国の教員に比べ勤務時間が長い傾

向にある[14]．2020 年からは，英語の教科化も同時に実施
され，プログラミングを本格的に教えようとするには，小

学校教員の負担が増えるとされている[9]．さらに，学校現
場を取り巻く環境がクグローバル化や情報化の進展，社会

や経済の急速な変化， 社会のつながりや支え合いの希薄化
等といったように複雑化・多様化し，学校に求められる役

割が拡大するのは明らかである．授業革新等への対応も求

められている一方で，教員の長時間労働の実態が明らかに

なっており[5] .教員の負担が増えることは確実である． 

 

2.2 調査対象の課題 
諸外国での現状を調査するため，日本固有の普及推進事

業である「サポートするメンター事業」，日本の教員特有の

長時間労働による「教員の負担」を除外した課題を，本調

査の対象とした．上記の条件により，(1)ICT環境整備，(2)
カリキュラム選定，(4)教員の指導力，(5)学習に適した教材，
(6)学習の目標・内容，を調査項目として選定した． 
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3. 調査対象 

3.1 調査対象国 
調査対象国は，日本の必修化の状況と同じ初等教育の１

年生からプログラミング教育を実施している国とした．文

部科学省が調査した諸外国におけるプログラミング教育に

関する調査研究[15]をもとに，初等教育の必修化の状況と，
国際数学・理科教育動向調査(TIMSS2015)[16]での順位を表
2 にまとめた．数学に造詣が深い方が，プログラミングに
秀でていることが多いと指摘されている [10]ため，
TIMSS2015 での順位がプログラミングの修得度を測る参
考になる．本研究では，日本の順位である 5位よりも下位
の国を対象とした．上記の条件を満たす国は英国（イング

ランド）とオーストラリアとなったが，今回の調査は，必

修化の導入時期が 2016 年と日本の必修化と近い，オース
トラリアを選定した．さらに，オーストラリアは教育に関

して州や準州政府が多くの権限を持っており，方針やカリ

キュラムは各州・準州によって違ってくる．日本でも都道

府県及び市町村等に，教育行政における重要事項や基本方

針を決定，執行する教育委員会が設置されており，オース

トラリアと同様の体制となっているため，より類似した状

況での調査が可能になる． 
州に関しては，オーストラリアの南東部に位置する人口

約 580万人ビクトリア州を対象とした．理由は，ビクトリ
ア州が，教育の情報化を積極的に推進している点，オース

トラリアの IT 産業の３分の１の雇用がビクトリア州に集
中している点からである[15]． 
 

3.2 調査対象小学校 
日本にてプログラミング教育が導入される学校は公立

であるため，公立の小学校を調査対象とした．オーストラ

リアでは，各学校に「ICSEA（コミュニティ社会教育的ア
ドバンテージ指数）」が示されている．ICSEAは，児童生徒
の学力に影響を与え得る要因に関するデータに基づき，各

学校がどの程度有利な環境にあるかを定量的に示した指数

である．全国の平均値を 1000とし，数値が大きいほど有利
な環境にあると解釈される[17]．対象小学校で ICSEAの指
数の差があまり発生しないように，指数が平均値の小学校

を対象とした．上記の条件を満たすCoburg Primary School，
Coburg West Primary School，Glenroy West Primary Schoolの
3校を対象小学校とした． 
 

表 2 小学校におけるプログラミング教育の現状 
国 必修 

有無 

導入 

時期 

導入 

学年 

TIMSS 

2017 

ロシア 必修 2003年 5年生 8位 
ハンガリー 必修 2003年 1年生 20位 
英国（イングランド） 必修 2014年 1年生 12位 
フィンランド 必修 2016年 1年生 18位 
オーストラリア 必修 2016年 1年生 29位 

(1) Coburg Primary School 
メルボルンの中心部から北に約 8キロのところに位置する
Coburg Primary Schoolは，1853年に設立された文化的，社
会的多様性が豊かな公立の小学校である[18]．修学準備学
年から 6年生まで，約 270名の生徒が在籍している．生徒
のうち，先住民の生徒は 2%おり，英語以外を母国語に持つ
生徒は 43%を占めている．また，学校運営側は，教員数 17
名，事務員数 5名が所属している[19]． 
 

(2) Coburg West Primary School 
Coburg Primary Schoolから西に約 3キロのところに位置す
る Coburg West Primary Schoolは，100年にわたり地域社会
に貢献しており，充実した包括的なプログラムと学習の成

果で高く評価されている公立の小学校である[20]．修学準
備学年から 6年生まで，約 490名の生徒が在籍している．
生徒のうち，英語以外を母国語に持つ生徒は 26%である．
学校運営側は，教員数 36名，事務員数 8名が所属している
[19]． 
 

(3) Glenroy West Primary School 
Coburg West Primary Schoolからさらに西に約 3キロのとこ
ろに位置する Glenroy West Primary School は，学習コミュ
ニティの一員として，国際的な学生の育成に貢献している

公立の小学校である[21]．修学準備学年から 6 年生まで，
約 230名の生徒が在籍している．生徒のうち，先住民の生
徒は 2%おり，英語以外を母国語に持つ生徒は 77%である．
学校運営側は，教員数 16名，事務員数 8名が所属している

[19]． 
 

4. 調査方法 

プログラミング教育の現地調査は，2017 年 9 月 4 日〜9
月 11日の期間，上記の 3校の小学校にて行った．アンケー
ト調査は，9 月 6 日〜10 月 15 日の期間，上記 3 校に加え
複数の小学校の教員に対し，WEB上の Google フォームを
利用して行った．カリキュラムは，ビクトリア州で制定し

た Victoria Curriculum and Assessment Authority[22]を中心に
調査した． 
  

5. 調査結果 

プログラミング教育の現地調査は，Coburg Primary School 
に 9 月 4 日，5 日，11 日の 3 日間，Coburg West Primary 
School に 9月 6日，Glenroy West Primary Schoolに 9月 8日
に訪問した．調査内容は，プログラミングの授業を見学し，

プログラミング教育の現状について話を聞いた． 
アンケート調査には，プログラミングの授業を担当して

いる教員が 12 名，担当してない教員が 5 名，合計教員 17
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名（男性：4名，女性：13名）から回答があった．内訳を
表 3にまとめた．年齢は 20代：2名，30代：5名，40代：
7 名，50 代：3 名となった．各教員の専門教科は，国語 7
人，小学校教育 5人，理科 1人，人文科学 1人，歴史 1人，
美術 1人となった． 
 
(1) ICT環境整備 
インフラ等の環境整備について「小学校にて Wi-Fi が整備
されているか」のアンケートの問いに，表 4 にまとめた．
「整備されている」が 100%であった．また，学校における
パソコン，タブレットなどの機器については，「生徒に対し

て機器が十分に用意されているか」というアンケートを行

った．「用意されている」35%，「不十分なため機器を共有」
12%，「不十分なため生徒が機器を家庭より持参」47%，「不
十分だが持参もしない」6%となった．学校内でインターネ
ット等に接続できる環境は整備されているものの，使用す

る機器が生徒に十分に用意されておらず，家庭より機器を

持参することが多かった． 
 
(2) カリキュラム選定 
「プログラミング教育をどのクラスで教えているか」のア

ンケートを行い，表 5にまとめた．「コーディングクラス」
21%，「テクノロジー」21%，「算数」12%，「国語」9%，「理
科」6%，「コンピュータサイエンス」6%，「社会」3%とい
う結果になった．現地調査の際にも，算数の授業で，プロ 
 

表 3   アンケート回答者の内訳 
No プログラミング 

担当 

性別 年齢 専門教科 

1 担当している 女性 50代 理科 
2 担当している 男性 40代 人文科学 
3 担当している 男性 50代 歴史 
4 担当している 男性 50代 国語 
5 担当している 男性 30代 国語 
6 担当している 女性 40代 国語 
7 担当している 女性 30代 小学校教育 
8 担当している 女性 40代 小学校教育 
9 担当している 女性 30代 小学校教育 

10 担当している 男性 40代 国語 
11 担当している 女性 40代 国語 
12 担当していない 女性 40代 国語 
13 担当していない 女性 20代 小学校教育 
14 担当していない 女性 40代 美術 
15 担当していない 女性 30代 小学校教育 
16 担当していない 女性 30代 国語 
17 担当している 女性 20代 小学校教育 

 
表 4   機器の整備について 

アンケート回答 割合 

十分用意されている 35% 

不十分なため機器を共有 12% 

不十分なため生徒が機器を家庭より持参 47% 
不十分だが持参もしない 6% 

グラミングのアプリケーション[23]を使用して，掛け算の
授業を行っていた学校もあった．これはオーストラリアが，

様々な教科にてプログラミング教育を行える「教科横断制

度 cross-curricular」を採用しているからである． 
ビクトリア州のカリキュラム[22]では，革新的なソリュ

ーションのためのテクノロジーを学ぶ「Technologies」とい
う科目が設置されている．その科目に，「Design and 
Technologies」と「Digital Technologies」が設置されている．
「Digital Technologies」では，システムと問題解決の具体的
な考え方を通じて，持続可能で革新的なデジタルソリュー

ションの設計，作成，管理，評価を目的としてカリキュラ

ムが組まれている．例えば，1-2年生は「デジタルシステム
の特定，探索」，3-4年生は「デジタルシステムの範囲の探
索，データ送信」，5-6年生は「デジタルシステムの構成要
素，ネットワーク形成の調査」が規定されていた． 
 
(3) プログラミング学習を担当する教員の指導力 
プログラミング教育を行うにあたっての情報・通信に関す

る技術(ICT)の研修に関してアンケートを行い，表 6 にま
とめた．「ICTの研修を受講したことがあるか」との問いに，
「受講したことがある」59%，「受講したことがない」41%
という結果になった．さらに，「研修は合計何時間参加した

か」との問いに，「11〜20 時間」60%，「0〜1 時間」20%，
「31〜40時間」20%，「51時間以上」20%となった．また，
「ICT の研修はどのくらいの頻度で開催されるか」との問
いに，「半年に１回」35%，「1ヶ月に 1 回」18%，「開催さ
れていない」18%，「1年に 1回」12%となった． 

次に，プログラミングの研修について尋ねた．「プログラ

ミングの研修はどのくらいの頻度で開催されるか」との問

いに，「1年に 1回」24%，「1ヶ月に 1回」18%，「半年に 1
回」，「開催されていない」が共に 12%となった．教員の半
数が参加可能なプログラミング研修があることを認識して

いた． 
必修化が始まる前のプログラミングの研修の受講につ

いて，アンケートを行い，表 7にまとめた．「プログラミ 
 

表 5   プログラミング教育を実施する教科 

実施する教科 割合 

コーディングクラス 21% 

テクノロジー 21% 

算数 12% 
国語 9% 
理科 6% 
コンピュータサイエンス 6% 
社会 3% 

 

表 6   ICT研修の受講について 

アンケート回答 割合 

受講したことがある 59% 

受講したことがない 41% 
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ング研修を受講したか」との問いには，「はい」29%，「いい
え」71%となった．また，必修化が始まる前に「プログラミ
ングの経験はあったか」との問いに，「はい」24%，「いい
え」76%となった．プログラミングの経験がないのにも関
わらず，必修化のための研修に約 30%の教員しか参加して
いないことがわかった． 
さらに，「研修参加者に，研修は合計何時間参加したか」

との問いに，「0〜1時間」60%，「11〜20時間」，「51時間以
上」が共に 20%となった．また，研修参加者に「どのよう
な研修形態だったか」と尋ねた．「ワークショップ」57%，
「e-learning」29%，「大学の研修」14%となった．また，「講
師」については，「同じ学校の先生」40%，「民間業者」，「大
学の講師」，「他の学校の先生」が共に 20%を占めた．また，
直近のプログラミングの研修の受講について，アンケート

を行い，表 8 にまとめた．「最近，プログラミング研修を
受講したか」との問いには，「はい」18%，「いいえ」82%で
あった．さらに，「研修はどのくらいの頻度で参加したか」

との問いに，「1ヶ月に 1回」，「1週間に 1回」「必要な時に
オンラインで行なっている」がそれぞれ 33%となった．必
修化が始まった後の方が，研修を受講していない傾向が分

かった． 
 

(4) プログラミング学習に適した教材 
プログラミングの授業において，使用する機器，指導方法，

教育教材についてアンケートを行い，その結果を表 9にま
とめた．使用機器においては，持ち運びがし易く，子供達

に馴染みのある「タブレット」を使用した割合が 47%と高
かった．指導方法については，「テキストや講師からの説明

通りに動くプログラムを作成する」が 60%と多くの割合を
占めた．また，教育教材については，ビジュアル言語やテ

キスト言語よりも「ロボット」を使用していることが分か

った． 
 
(5) プログラミング学習の目標と内容 
プログラミング教育においてどのような狙いを持って

授業を行っているのかについて教員にアンケートを行った．

首相官邸が調査機関によるプログラミング教育関係団体

（民間教育事業者，ＮＰＯ法人，財団法人等）を中心に調 
 

表 7   必修化前のプログラミング研修の受講について 

アンケート回答 割合 

受講した 29% 

受講していない 71% 

 

表 8   直近のプログラミング研修の受講について 

アンケート回答 割合 

受講した 18% 

受講していない 82% 

 

表 9   教育教材・指導方法 
項目 アンケート回答 割合 

使用機器 タブレット 

ロボット 

PC 

47% 

25% 

28% 

指導方法 テキストや講師からの説明の通りに

動くプログラムを作成する 

課題は提示するが，決められた手順・

正解はない 

講師から課題の提示は行わず，受講

者自身が課題設定を行う 

60% 

 

33% 

 

7% 

 

教育教材 ロボット 

ビジュアル言語 

テキスト言語 

37% 

32% 

31% 

 
査を行ったアンケートの質問，選択肢と同様とした[24]．プ
ログラミング教育の狙いと身についたスキルについて，該

当する選択肢を 3 つ選ぶアンケートを行った結果を表 10
にまとめた．プログラミング教育の狙いとしては，「ICTに

関する基本的な知識」が 38%と多くの割合を占めた．プロ
グラミングの初学者である生徒たちには，ICT の基本的な
知識も身につけて欲しいと考えていた．身についたスキル

は，「論理的に物事を考える力」が 25%と割合が多く，プロ
グラミング教育により論理的思考力を習得したと答えた教

員が多かった． 
また，ビクトリア州の「Digital Technologies」のカリキュ

ラムに規定されている学年毎の達成基準を，一部抜粋し表 
11にまとめた．就学準備学年-2年生は「簡単な問題の解決
を設計」，3-4年生は「デジタルソリューションを設計およ
び開発」，5-6年生は「組み込み，ビジュアルプログラミン
グを含むデジタルソリューションを開発すること」が規定

されている． 
 

6. 日本の小学校におけるプログラミング教育

の普及に資すること 

学校の環境整備に関しては，小学校の構内は Wi-Fi が完
備されているが，使用する機器は生徒が利用する十分な数

は用意されていなかった．使用する機器としては，スター

トアップの時間がほとんど必要なく，持ち運び可能なタブ

レットを多く使用する傾向だった．また，機器の不足を補

うため，家庭よりタブレットを持参してもらうよう協力を

お願いしている．学校は，タブレットを持参するためのハ

ンドブックを独自に作成し，学校の HP で公開している．
学校ネットワーク内では，不適切なコンテンツをブロック

するフィルタリングシステムによって厳重に監視されてお

り，不適切なインターネットの使用が検出されるようにな

っていた．セキュリティ対策が徹底されれば，日本の小学

校でも生徒のタブレットを持ち込むことは可能である． 
ビクトリア州のカリキュラムでは，プログラミング教育

は「Digital Technologies」の科目で実施されている．プログ 
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表 10   プログラミング教育の狙いと身についたスキル 

項目 アンケート回答 割合 

狙い ICTに関する基本的な知識 

新しいものを生み出す創造力 

論理的に物事を考える力 

38% 

24% 

14% 

身に付いたスキル 論理的に物事を考える力 

新しいものを生み出す創造力 

ICTに関する基本的な知識 

25% 

22% 

19% 
 

表 11   学年毎の達成基準 

学年 達成基準 

就学準備学年

-2年生 
一連のステップと意思決定を使って簡単な

問題の解決策を設計すること 

3-4年生 ユーザ入力を含むアルゴリズムを使用して，

簡単な問題を定義し，デジタルソリューショ

ンを設計および開発する 

5-6年生 意思決定，反復，ユーザーインタフェースを

設計し，組み込み，ビジュアルプログラミン

グを含むデジタルソリューションを開発す

ること 
 
ラミングの技術だけではなく，解決すべき問題を定義し，

システムの設計及び開発を重視する「Digital Technologies」
のカリキュラムを，日本は参考にすべきである．また，オ

ーストラリアでは授業横断制度を採用しており，他の教科

でもプログラミングを実施していた．日本でもオーストラ

リアと同様に，他の教科でも積極的にプログラミング教育

を行うことが可能である． 
学習を担当する教員の指導力については，ICT やプログ

ラミング研修は十分に用意されていないのが現状であり，

しかも教員はあまり参加していない．しかし，研修形態に

関しては，ビクトリア州で実施されていた e-learning の指
導教材の開発や地域の大学と連携の取り組みは，日本でも

導入すべき対処策である． 
プログラミング学習に適した教材に関しては，生徒に馴

染みがあり，他の授業でも使用しているタブレットを多く

利用していた．教育教材は，ロボットを使用する割合が多

く，現地調査の際も，付属のアプリケーション[25]を使用し
て授業を行っているクラスが多かった．付属のアプリケー

ションを利用することにより，教員は授業の構成を考える

必要が軽減されるというメリットがある．ただし，付属の

アプリケーションの言語は英語であるため，日本で活用す

るためには日本語化が必要とされている． 
 

7. おわりに 

日本の小学校におけるプログラミング教育の課題に着

目して，オーストラリアの小学校にてプログラミング教育

の現地調査を行った．パソコンやタブレットなどの機器や

研修不足は日本同様であるものの，「教科横断制度 cross-
curricular」を採用しており，様々な教科にてプログラミン
グ教育を実践していたことは，導入すべき対処策であった．

今後は，国内の現状調査や，オーストラリア以外の諸外国

の現状調査・比較を行い，日本のプログラミング教育の課

題解決に貢献することを期待する． 
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